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一　

概
説

１　

条
約
の
成
立
経
緯

�
　

昭
和
四
十
六
年
三
月
八
日
に
東
京
で
署
名
さ
れ
た
我
が
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
現
行
租
税
条
約
が
条
約
締
結
以
来
相
当
年
を
経
て
い
る
こ
と

か
ら
、
平
成
十
三
年
十
月
以
降
、
両
政
府
は
同
条
約
の
見
直
し
の
た
め
の
交
渉
を
行
っ
て
き
た
。
そ
の
結
果
、
条
約
案
文
に
つ
い
て
最
終
的
合
意
を
み
る

に
至
っ
た
の
で
、
平
成
十
五
年
十
一
月
六
日
に
ワ
シ
ン
ト
ン
に
お
い
て
、
日
本
側
加
藤
特
命
全
権
大
使
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
側
ス
ノ
ー
財
務
長
官
と
の
間

で
こ
の
条
約
の
署
名
が
行
わ
れ
た
。

�
　

我
が
国
は
、
こ
れ
ま
で
に
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
も
の
を
含
め
四
十
四
の
租
税
条
約
を
締
結
し
て
い
る
。
こ
の
条
約
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
条
約
モ
デ
ル
を
踏

ま
え
つ
つ
も
、
条
約
の
特
典
の
濫
用
を
防
止
す
る
た
め
の
規
定
な
ど
現
行
条
約
に
も
我
が
国
の
こ
れ
ま
で
の
条
約
例
に
も
な
い
幾
つ
か
の
新
し
い
規
定
を

盛
り
込
ん
で
い
る
。

２　

締
結
の
意
義

　

こ
の
条
約
は
、
現
行
条
約
に
代
わ
る
も
の
で
あ
り
、
こ
の
条
約
を
含
め
こ
れ
ま
で
に
我
が
国
が
諸
外
国
と
の
間
で
締
結
し
て
き
た
租
税
条
約
と
同
様
に
、

経
済
的
、
人
的
交
流
等
に
伴
っ
て
発
生
す
る
国
際
的
な
二
重
課
税
を
可
能
な
限
り
回
避
す
る
と
と
も
に
、
二
重
課
税
が
発
生
す
る
場
合
に
は
こ
れ
を
排
除
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
我
が
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
で
課
税
権
を
調
整
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
条
約
を
現
行
租
税
条
約
と
比
較
し
た
場
合
に
お

け
る
特
色
と
し
て
は
、
投
資
所
得
に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け
る
税
率
の
上
限
を
全
体
的
に
引
き
下
げ
る
と
と
も
に
、
一
定
の
親
子
関
係
に
あ
る
会
社
間
の

配
当
、
使
用
料
及
び
一
定
の
金
融
機
関
等
が
受
け
取
る
利
子
に
つ
い
て
は
免
税
と
し
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
条
約
の
特
典
の
濫
用
を
防
止
す
る
た
め
、
締
約

国
の
居
住
者
の
う
ち
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
も
の
に
対
し
て
の
み
条
約
の
特
典
を
認
め
る
こ
と
と
し
、
両
国
に
お
い
て
課
税
上
の
取
扱
い
が
異
な
る
事
業

体
に
関
す
る
条
約
の
適
用
関
係
を
具
体
的
に
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
事
業
体
又
は
そ
の
構
成
員
等
の
取
得
す
る
所
得
に
対
し
て
、
一
定
の

要
件
の
下
、
条
約
の
特
典
が
与
え
ら
れ
る
も
の
と
し
て
い
る
こ
と
、
更
に
は
、
両
締
約
国
に
対
し
、
相
手
国
の
課
税
の
た
め
に
情
報
を
入
手
す
る
十
分
な
権

限
を
そ
れ
ぞ
れ
の
税
務
当
局
に
対
し
て
国
内
法
上
付
与
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
規
定
等
を
取
り
入
れ
た

こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
我
が
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
二
重
課
税
回
避
の
制
度
が
更
に
整
備
さ
れ
、
両
国
間
の
資
本
及
び
人
的
資
源

等
の
交
流
が
一
層
促
進
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

一



二　

条
約
の
主
要
な
内
容

　

こ
の
条
約
は
、
前
文
、
本
文
三
十
一
箇
条
及
び
末
文
並
び
に
条
約
の
不
可
分
の
一
部
を
成
す
議
定
書
か
ら
成
っ
て
い
る
ほ
か
、
こ
の
条
約
と
と
も
に
交
換
公

文
が
作
成
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
ら
の
主
要
な
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

１　

適
用
対
象
及
び
定
義
に
関
す
る
規
定

　

こ
の
条
約
は
、
一
方
又
は
双
方
の
締
約
国
の
居
住
者
に
対
し
、
所
得
に
対
す
る
租
税
に
つ
い
て
適
用
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
（
第
一
条
及
び
第
二

条
）
。
ま
た
、
「
租
税
」
、
「
者
」
、
「
法
人
」
、
「
国
民
」
、
「
国
際
運
輸
」
、
「
権
限
の
あ
る
当
局
」
、
「
一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
」
、
「
恒
久
的

施
設
」
等
の
用
語
を
定
義
す
る
と
と
も
に
、
両
締
約
国
の
間
で
課
税
上
の
取
扱
い
が
異
な
る
事
業
体
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
事
業
体
又
は
そ
の
構
成
員
等
の

取
得
す
る
所
得
に
対
し
て
、
一
定
の
要
件
の
下
、
条
約
の
特
典
が
与
え
ら
れ
る
こ
と
（
第
三
条
、
第
四
条
及
び
第
五
条
）
を
定
め
て
い
る
。

２　

二
重
課
税
の
回
避
等
の
た
め
の
規
定

　

不
動
産
所
得
に
つ
い
て
は
、
不
動
産
所
在
地
国
に
お
い
て
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
（
第
六
条
）
、
一
方
の
締
約
国
の
企
業
の
利
得
（
事
業
所
得
）

に
つ
い
て
は
、
当
該
企
業
が
相
手
国
内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
場
合
で
、
か
つ
、
当
該
恒
久
的
施
設
に
帰
せ
ら
れ
る
所
得
に
つ
い
て
の
み
相
手
国
に
お
い

て
課
税
さ
れ
る
こ
と
（
第
七
条
）
、
国
際
運
輸
業
所
得
に
つ
い
て
は
企
業
の
居
住
地
国
に
お
い
て
の
み
課
税
さ
れ
る
こ
と
（
第
八
条
）
を
定
め
、
配
当
、
利

子
及
び
使
用
料
に
つ
い
て
は
、
源
泉
地
国
の
税
率
の
上
限
（
第
十
条
か
ら
第
十
二
条
）
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
ま
た
、
不
動
産
の
譲
渡
収
益
及
び
恒
久

的
施
設
に
係
る
動
産
の
譲
渡
収
益
に
つ
い
て
は
、
当
該
不
動
産
等
の
所
在
地
国
に
お
い
て
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
（
第
十
三
条
）
、
給
与
所
得
に
つ

い
て
は
、
原
則
と
し
て
役
務
提
供
地
国
で
課
税
さ
れ
る
が
、
給
与
取
得
者
の
相
手
国
滞
在
期
間
が
百
八
十
三
日
を
超
え
な
い
等
一
定
の
場
合
は
相
手
国
で
課

税
で
き
な
い
こ
と
（
第
十
四
条
）
、
法
人
の
役
員
報
酬
に
つ
い
て
は
、
法
人
居
住
地
国
に
お
い
て
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
（
第
十
五
条
）
を
定
め
、

ま
た
、
退
職
年
金
及
び
政
府
職
員
の
報
酬
等
に
つ
い
て
の
課
税
の
原
則
（
第
十
七
条
及
び
第
十
八
条
）
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
更
に
、
前
記
の
所
得
以

外
の
所
得
に
つ
い
て
は
、
当
該
所
得
が
相
手
国
に
お
い
て
生
ず
る
等
一
定
の
場
合
を
除
く
ほ
か
、
受
領
者
の
居
住
地
国
に
お
い
て
の
み
課
税
す
る
こ
と
が
で

き
る
こ
と
（
第
二
十
一
条
）
を
定
め
て
い
る
。

３　

条
約
の
特
典
の
制
限
に
関
す
る
規
定

　

こ
の
条
約
に
お
い
て
は
投
資
所
得
に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け
る
税
率
の
上
限
を
全
体
的
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
相
手
国
居
住
者
の
う
ち
、
個

二



人
、
政
府
、
一
定
の
公
開
会
社
及
び
そ
の
関
連
会
社
、
一
定
の
公
益
団
体
、
一
定
の
年
金
基
金
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
法
人
等
に
つ
い
て
、
こ
の
条
約
の

特
典
を
受
け
る
権
利
が
与
え
ら
れ
る
こ
と
（
第
二
十
二
条
）
を
定
め
て
い
る
。

４　

二
重
課
税
の
排
除
の
方
式
に
関
す
る
規
定

　

我
が
国
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
に
お
い
て
は
い
ず
れ
も
外
国
税
額
控
除
方
式
に
よ
り
二
重
課
税
を
排
除
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
（
第
二
十
三
条
）。

５　

そ
の
他

　

両
締
約
国
の
企
業
の
間
に
商
業
上
又
は
資
金
上
の
特
別
な
関
係
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
所
得
の
計
算
方
法
、
そ
の
場
合
の
課
税
上
の
調
整
方
法
及
び
調
整

の
期
間
制
限
（
第
九
条
）
、
租
税
に
関
す
る
無
差
別
取
扱
い
（
第
二
十
四
条
）
、
納
税
者
の
不
服
申
立
て
及
び
権
限
の
あ
る
当
局
の
間
の
協
議
（
第
二
十
五

条
）
、
こ
の
条
約
又
は
す
べ
て
の
種
類
の
租
税
に
関
す
る
法
令
の
実
施
に
関
連
す
る
情
報
の
交
換
及
び
相
手
国
の
課
税
の
た
め
に
情
報
を
入
手
す
る
十
分
な

権
限
を
そ
れ
ぞ
れ
の
税
務
当
局
に
対
し
て
国
内
法
上
付
与
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
（
第
二
十
六
条
）
、
こ
の
条
約

の
不
正
利
用
の
防
止
を
目
的
と
す
る
租
税
の
徴
収
共
助
（
第
二
十
七
条
）
、
外
交
官
又
は
領
事
官
の
租
税
上
の
特
権
と
こ
の
条
約
と
の
関
係
（
第
二
十
八

条
）
、
一
方
の
締
約
国
の
国
内
法
の
改
正
等
に
伴
う
問
題
解
決
の
た
め
の
協
議
（
第
二
十
九
条
）
等
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
ほ
か
、
効
力
発
生
、
現
行
租

税
条
約
の
適
用
・
終
了
（
第
三
十
条
）
及
び
こ
の
条
約
の
効
力
存
続
期
間
（
第
三
十
条
）
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。

６　

議
定
書

　

外
国
保
険
業
者
の
発
行
し
た
保
険
証
券
や
我
が
国
で
設
立
さ
れ
た
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
民
間
財
団
等
に
対
す
る
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
消
費
税
の
取
扱
い
（
第

一
項
）
、
一
般
的
定
義
条
項
に
お
け
る
「
法
人
以
外
の
団
体
」
に
含
ま
れ
る
団
体
（
第
二
項
）
、
一
般
的
定
義
条
項
に
お
け
る
「
年
金
基
金
」
の
範
囲
（
第

三
項
）
、
恒
久
的
施
設
が
事
業
を
や
め
た
後
に
発
生
す
る
利
得
の
取
扱
い
（
第
四
項
）
、
特
殊
関
連
企
業
に
関
し
、
企
業
の
利
得
を
決
定
す
る
場
合
の
独
立

企
業
原
則
の
適
用
（
第
五
項
）
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
不
動
産
投
資
信
託
等
が
「
分
散
投
資
」
し
て
い
る
と
さ
れ
る
場
合
（
第
六
項
）
、
配
当
条
項
に
お
け

る
一
定
の
場
合
の
課
税
所
得
の
算
定
方
法
（
第
七
項
）
、
有
価
証
券
の
貸
付
け
等
に
関
連
す
る
料
金
等
に
対
す
る
課
税
上
の
取
扱
い
（
第
八
項
）
、
ア
メ
リ

カ
合
衆
国
の
不
動
産
投
資
信
託
が
同
国
内
の
不
動
産
譲
渡
収
益
を
原
資
と
し
て
行
う
分
配
に
つ
い
て
の
課
税
上
の
取
扱
い
（
第
九
項
）
、
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ

ョ
ン
に
関
す
る
課
税
上
の
取
扱
い
（
第
十
項
）
、
特
典
制
限
条
項
に
お
け
る
「
通
常
取
引
」
し
て
い
る
と
さ
れ
る
場
合
（
第
十
一
項
）
、
特
典
制
限
条
項
に

お
け
る
営
業
又
は
事
業
の
活
動
に
従
事
し
て
い
る
か
否
か
の
決
定
（
第
十
二
項
）
、
匿
名
組
合
契
約
等
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
仕
組
み
の
取
扱
い
（
第
十
三

三



項
）
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。

７　

交
換
公
文

　

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
に
お
け
る
国
際
運
輸
業
所
得
に
対
す
る
住
民
税
又
は
事
業
税
の
賦
課
の
回
避
の
た
め
の
説
得
義
務
（
第
一
項
）
、
恒
久
的
施
設
に
帰
せ

ら
れ
る
利
得
の
決
定
（
第
二
項
）
、
移
転
価
格
課
税
事
案
に
関
す
る
経
済
協
力
開
発
機
構
の
移
転
価
格
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
採
用
（
第
三
項
）
、
我
が
国
に
お

け
る
配
当
の
支
払
を
受
け
る
者
が
特
定
さ
れ
る
日
（
第
四
項
）
、
利
子
条
項
に
お
け
る
「
債
券
」
の
範
囲
（
第
五
項
）
、
情
報
交
換
条
項
に
お
け
る
租
税
の

「
管
理
」
に
関
与
す
る
「
当
局
」
の
範
囲
（
第
六
項
）
、
情
報
交
換
条
項
に
お
け
る
「
監
督
機
関
」
の
範
囲
（
第
七
項
）
、
両
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当
局

が
情
報
を
入
手
す
る
た
め
の
権
限
の
範
囲
（
第
八
項
）
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。

三　

条
約
の
実
施
の
た
め
の
国
内
措
置

　

こ
の
条
約
の
規
定
を
実
施
す
る
た
め
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
が
今
次
国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
。

四



四　

条
約
と
現
行
租
税
条
約
と
の
事
項
別
対
照
表

五

１２３４５６７８９
　
10

　
11

　
12

　
13

　
14

　
15

　
16

　
17

事　
　
　
　

項

対
象
範
囲

対
象
税
目

一
般
的
定
義

居
住
者

条
約
と
国
内
法
と
の
関
係

恒
久
的
施
設

不
動
産
所
得

事
業
所
得

国
際
運
輸
業
所
得

特
殊
関
連
企
業

配
当

利
子

使
用
料

譲
渡
収
益

自
由
職
業
所
得

給
与
所
得

役
員
報
酬

本　

条　

約

第
一
条

第
二
条

第
三
条

第
四
条

な
し

第
五
条

第
六
条

第
七
条

第
八
条

第
九
条

第
十
条

第
十
一
条

第
十
二
条

第
十
三
条

な
し

第
十
四
条

第
十
五
条

現
行
租
税
条
約

な
し

第
一
条

第
二
条

第
三
条

第
四
条

第
九
条

第
十
五
条

第
八
条

第
十
条

第
十
一
条

第
十
二
条

第
十
三
条

第
十
四
条

第
十
六
条

第
十
七
条

第
十
八
条

第
十
八
条



六

　
18

　
19

　
20

　
21

　
22

　
23

　
24

　
25

　
26

　
27

　
28

　
29

　
30

　
31

　
32

　
33

　
34

　
35

芸
能
人
所
得

年
金

政
府
職
員

学
生  

教
授

特
典
の
享
受

そ
の
他
所
得

特
典
制
限

二
重
課
税
排
除

所
得
源
泉

無
差
別
取
扱
い

相
互
協
議

情
報
交
換

徴
収
共
助

外
交
官

協
議

発
効

終
了

第
十
六
条

第
十
七
条

第
十
八
条

第
十
九
条

第
二
十
条

な
し

第
二
十
一
条

第
二
十
二
条

第
二
十
三
条

な
し

第
二
十
四
条

第
二
十
五
条

第
二
十
六
条

第
二
十
七
条

第
二
十
八
条

第
二
十
九
条

第
三
十
条

第
三
十
一
条

な
し

第
二
十
三
条

第
二
十
一
条

第
二
十
条

第
十
九
条

第
二
十
二
条

な
し

な
し

第
五
条

第
六
条

第
七
条

第
二
十
五
条

第
二
十
六
条

第
二
十
七
条

第
二
十
四
条

な
し

第
二
十
八
条

第
二
十
九
条


